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⚫ レベニューキャップ制度においては、指針上、電力ネットワークの次世代化を図ることを促す観点から、
一般送配電事業者において効果的な次世代投資計画を策定することが求められているところ。

⚫ 次世代投資については、規制期間内に限定しない中長期的な取組を推進していく観点から、費
用対便益等により取組の重要性が認められる投資のみを対象とすることとし、基本的に効率化
係数（0.5%／年）を設定しないこととしている。

⚫ なお、資源エネルギー庁の審議会では、電力ネットワークの次世代化に向けた議論が行われており、
次世代投資については、単純な設備更新ではなく、レジリエンス、脱炭素化、デジタル化、ＤＸ・
効率化等の便益を生み出す、先進的な取組であることとされ、①中長期的な目標における位置
づけを合理的かつ明確に説明可能な取組、②その費用対便益が中長期的には一定以上とな
ることを定量的又は定性的な観点から具体的に説明可能な取組と評価できるものについては、
過去の非効率な投資の改善を促すものではないことから、効率化係数の設定対象外とするべ
きとされているところ。

⚫ 本専門会合では、上記の議論内容等も踏まえ、まず、各事業者による次世代投資に対する「効
率化係数の設定有無」についての検証結果の報告を行うとともに、その報告内容について御議論
をいただきたい。なお、各取組に対する費用の妥当性に関する具体的な検証については、次回以
降の議題とすることとしたい。

本日の次世代投資費用における検証内容について



【参考】効率化係数の設定について①

⚫ 託送料金制度の狙いは、一般送配電事業者における必要な投資の確保とコスト効率化を両立させることであ
る。

⚫ コスト効率化には、統計査定を通じた一般送配電事業者間の横比較によって、効率化が遅れている一般送
配電事業者の効率化を促す方法が考えられる。

⚫ さらに、業界全体の創意工夫、技術革新に向けた取組を促すために、生産性向上見込み率等を用いた効率
化係数を設定する。

費用査定
（統計査定の活用）

一般送配電事業者
間の横比較

効率化係数の設定

効率化が遅れている一般送配
電事業者の効率化を促す

※地域独占により競争が働きにくいこと
への対応

一般送配電事業者の将来的
な効率化を促す

※業界全体の創意工夫、技術革新を
促す対応

コスト効率化

生産性向上見込み
率等を用いた査定
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【参考】効率化係数の設定について②

案１

案2

案3

⚫ 査定時に過去実績を参照する期間（2017～2021年度）と規制
期間（2023～2027年度）を比較した際の需要減少率を、効率
化係数の対象費用の割合（７割）を用いて補正

⚫ ドイツの第2規制期間における効率化係数値を参照して算出

⚫ 定量的に想定し得る上記効率化目標から、さらに追加的な効率化
を目指して設定
（案１の需要減少率に、供給計画における想定ズレをさらに加味）

5年 1.1％（年率0.22%）

5年 2.1％（年率0.425%）

5年 2.5％（年率0.5%）

⚫ 効率化係数の設定に当たっては、需要減少時に伴い中長期的に減少することが期待される費用を加味する観点
から、規制期間において想定される需要減少率約1.1%／５年を参考とする案【案１】が、議論の発射台として
考えられるところ。

⚫ 一方で、第1規制期間において限定的なインセンティブ設定とする方針の我が国と状況が類似しているという理由か
ら、ドイツ（＝インセンティブは設定せず）の第2規制期間における効率化係数7.5%／５年（年率1.5%）
を参考とした場合、ドイツにおける効率化係数の対象費用の割合（２割）と、我が国のレベニューキャップ制度に
おける効率化係数の対象費用の割合（７割）を用いて補正をすると、 効率化係数は約2.1%となる【案２】。

⚫ さらに、【案１】として示した需要減少率は、過去の供給計画における実績値が、想定値から約1%減少する傾
向にあることを加味すると、効率化係数の対象経費の割合（7割）を用いて補正した場合、約2.5％となり、当
該値を効率化係数として設定することも考えられる【案３】

⚫ 上記を踏まえ、海外比較による定量的な観点から妥当な効率化係数の設定を検討した場合、【案２】２.１%
／５年の水準が考えられるところ、我が国の第1規制期間においては、事業者にコスト効率化を求める観点から、
抑制的な水準値とする方向で検討しているインセンティブ水準等とは異なり、より野心的な目標を設定することとし、
【案３】の2.5%／５年を設定する。
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⚫ 一般送配電事業者から提出された次世代投資計画については、以下の項目を踏まえ、効率化係数の設定
に関する検証を実施。

脱炭素 レジリエンス DX、効率化

１）再エネ導入拡大に資する取組

２）2050年カーボンニュートラ
ル実現に向けた自社の目標にお
ける位置づけ

３）設備拡充コストの削減、再エネ連
系量の早期拡大による化石燃料コス
ト及びCO2排出対策コストの削減等

一般送配電事業者から提出された次世代投資計画（約200件名）

●次世代投資の効果検証方針

①単なる設備投資や継続投資に区分されない取組であるか

②中長期的な目標における位置づけを合理的かつ明確に説明している取組であるか

③その費用対便益が中長期的には十分となることを定量的又は定性的な観点から具体的に説明可能な取組であ
るか

共
通

区
分
別

区分

検
証
項
目

次世代投資計画における効率化係数の設定について

１）資産保全や安定供給への対策の
抜本的な見直しに資する取組

２）激甚化する自然災害への対応
や中長期的なサイバーセキュリ
ティの強化に向けた自社の目標に
おける位置づけ

３）停電や災害等が発生した際に
生じる社会的コストの削減等

１）業務プロセスの抜本的な見直し（人
的作業時間の抜本的な削減を含む）
に資する取組

２）業務の高度化・効率化や省人化に
向けた自社の目標における位置づけ

３）人的コストなど業務遂行に必要な諸
経費の削減等



今後の次世代投資費用の検証プロセスについて

一般事業者から
提出された

次世代投資計画
（各取組）

●次世代投資計画に
おける効率化係数の
設定についての検証

効率化係数の
設定なし

効率化係数の
設定

（0.5%/年）※

今回の検証

●次世代投資の計画
性についての検証※1

●コスト効率化に向け
た取組についての検証
※2

次世代投資

CAPEXなどその他の費用に区分

次回の検証

※検証の結果、次世代投資の中でも効率化係数の対象とすべきと判断され
る類の取組については、CAPEXなどのその他の費用区分の検証方法に準
じて検証を行う（効率化係数の設定対象）。

費用の妥当性
の検証※3

※１ 次世代投資のプロジェクトの概要、開始のタイミングと便益の発現時期、各年におけ
る費用計上の考え方など、その計画性・妥当性・実現可能性について(サイバーセキュ
リティやサプライチェーンマネジメントに関する確認含む)

※２ 事業者間比較の観点や複数の一般送配電事業者が共同で取り組むことを検討している
かの観点について

※３ 便益を定量的に試算している事業者がいる一方、定性的な説明に留まっている事業者
については、将来的に便益が費用を安定的に上回ることを具体的に試算・説明できる
ことを追加で確認することとする。（追加で確認できない事業者については、効率化
係数の対象とするなどの措置を講ずる）
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【参考】今後の検証に当たって重視すべき事項
⚫ 指針、審査要領及び委員・オブザーバのご意見を踏まえ、今後、検証作業を行うに当たり重視す
べき事項として、以下が考えられるのではないか。

次世代投資の各プロジェクト（研究開発、投資）における、費用便益効果を検証

10社横比較及びトップランナー的補正の実施

次世代投資に係る中長期プロジェクトの妥当性・実現可能性を検証 など

効率化係数の対象費用を検証 など

需給調整市場を通じて調達する調整力関連費用などの適切性を検証 など

設定された投資量と将来の再エネ連系量やリスク量との整合性を検証

工事件名ごとの投資目的、投資時期、投資量の妥当性を検証

規制期間に加え、中長期的な投資計画遂行にあたり施工力確保の見通しが立っているかを検証 など

４）コストの徹底的な効率化

３）電力の安定供給に向けた対応費用

２）送配電ネットワークの次世代化に向けた取組効果

１）再エネ主力電源化・レジリエンス強化などに必要な投資量の確保

規制期間の見積り諸元となるデータ（過去実績等）を検証
※必要に応じて、一部費用については、分社後データと参照期間データの比較等を実施

第16回料金制度専門会合
資料４（2022年8月8日）
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【参考】次世代投資費用の検証項目

⚫ 次世代投資費用について、以下の事項について検証を行う。

⚫ 次世代投資のプロジェクトを進めるにあたってのコスト効率化に向けて、一般送配電事業者間比較の観点※や複
数の一般送配電事業者が共同で取り組むことを検討しているかの観点から検証を行う。

※第一規制期間より導入が計画されている次世代スマートメーターにおいては、国の審議会において基準仕様などが取り決められて
いることから、１０社比較方法などを用いた検証を行う。

コスト効率化に向けた取組について

⚫ 次世代投資のプロジェクトが中長期的に費用対便益が一定以上になるような取組に係る投資内容になっているか
について検証を行う※。
※検証の結果、次世代投資の対象と判断されない取組については、CAPEXなどのその他の費用区分にて検証を行う。

次世代投資の効果について

⚫ 各社における次世代投資のプロジェクトの概要、開始のタイミングと便益の発現時期、各年における費用計上の考
え方など、その計画性・妥当性・実現可能性について検証を行う。

⚫ ドローン導入などデジタル化関係の投資については、サイバーセキュリティやサプライチェーンマネジメントが考慮されて
いるかを同時に確認する。

次世代投資の計画性について

第16回料金制度専門会合
資料４（2022年8月8日）
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【参考】次世代投資費用 －審査要領（抜粋）－

４．次世代投資費用の審査・査定
次世代投資費用の対象については、国の審議会等において、次世代投資として特に重要であるとされたものを
含むものとする。具体的には、レジリエンス強化、脱炭素化、デジタル化、効率化等の便益をもたらす先進的な設
備投資や研究開発等が次世代投資に分類される。
次世代投資費用については、算定省令第八条第二項の規定により算定されていることを審査する。
送配電ネットワークの次世代化を促す観点から、個別プロジェクトごとに社会実装に至るまでの費用と便益の妥
当性について、次に掲げるとおり査定を行うものとする。

(１) 次世代投資費用の査定について
一般送配電事業者によって策定された事業計画の内容を踏まえ、個別プロジェクトごとに規制期間における
見積り費用の算定根拠が妥当なものとなっているか査定する。特に、中長期的な目標における個別プロジェクト
の位置づけやその費用対便益が中長期的には一定以上となることについての定量的又は定性的な評価の観
点から、重点的に妥当性の検証を行うこととする。
また、コスト効率化のために一般送配電事業者間比較の観点や複数の一般送配電事業者が共同で取り組
むことを検討しているかの観点から検証を行うこととする。
妥当であると認められない費用については、収入の見通しへの算入を認めない。

第16回料金制度専門会合
資料４（2022年8月8日）



【参考】次世代投資費用 －算定概要－

⚫ 次世代投資費用の規制期間の竣工額と費用額の見通し（５年合計）は以下のとおりである。

北海道電力NW

東北電力NW

東京電力PG

中部電力PG

北陸電力送配電

関西電力送配電

中国電力NW

四国電力送配電

沖縄電力

九州電力送配電

(単位:億円)

10社合計

脱炭素 レジリエンス強化 DX化、効率化 その他

竣工額計 費用額計 竣工額計 費用額計 竣工額計 費用額計 竣工額計 費用額計

合計

竣工額計 費用額計

※1

※1

※1 連系線・基幹系統等の増強工事を含む（北海道：395億円、東北：1,886億円）。
※2 調整力の広域調達に必要なシステム開発93億円を含む。

※2

10

(出典) 各社の提出データより事務局作成、億円未満を四捨五入

944 285 445 270 6 56 0 0 1,395 611

2,404 402 359 51 146 135 0 0 2,909 588

1,132 853 84 48 58 22 0 0 1,274 923

764 362 228 205 48 68 103 90 1,144 725

190 120 37 23 79 67 0 0 306 211

595 934 121 88 139 84 0 0 856 1,106

108 366 83 83 66 91 0 0 257 540

130 148 27 44 6 39 0 0 163 231

251 718 56 62 68 60 0 0 374 840

143 81 52 8 9 12 0 0 204 100

6,660 4,269 1,493 883 626 634 103 90 8,882 5,875

第16回料金制度専門会合
資料４（2022年8月8日）
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１．各社の分類項目ごとの次世代投資費用の
見積り状況・概要

２．分類項目ごとの効率化係数設定の妥当性
についての検証結果
(1)系統増強（プッシュ型）、(2)N-1電制、(3)ノンファーム、
(4)再給電方式、(5)ダイナミックレーティング、(6)発電予測精度向上、
(7)スマートメーター、(8)配電網高度化、(9)共同システム、
(10)分散グリッド化、(11)系統安定化、停電・災害対応、
(12)無電柱化、(13)サイバーセキュリティ、(14)DX機器、
(15)データ活用、(16)アセマネ、(17)その他



各社の分類項目ごとの次世代投資費用の見積り状況

分類項目
北海道電力

NW
東北電力
NW

東京電力
PG

中部電力
PG

北陸電力
送配電

関西電力
送配電

中国電力
NW

四国電力
送配電

九州電力
送配電

沖縄電力

系統増強 〇 〇 〇 ● 〇 〇 ● ● × ×

N-1電制 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ×

ノンファーム 〇 〇 〇 〇 ○ 〇 〇 〇 〇 ×

再給電方式 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ×

ダイナミック
レーティング

〇 ● 〇 〇 ○ 〇 ● 〇 〇 ×

発電予測
精度向上

〇 〇 ● × 〇 〇 〇 ● 〇 〇

スマートメーター 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

配電網高度化 〇 〇 ○ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ○

共同システム ○ 〇 ● 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ●

分散グリッド化 ● 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ● 〇 〇

系統安定化、
停電・災害対応

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

無電柱化 〇 〇 ● ● 〇 ● ● ● ● ●

サイバー
セキュリティ

● ● ● 〇 〇 〇 ● 〇 〇 ●

DX機器 〇 ● 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ●

データ活用 〇 〇 ● 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

アセマネ × 〇 ● 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

(注) 分類項目は各社事業計画等を基に事務局にて設定。●は、次世代投資費用には見積り費用を算入していないものの、OPEXやCAPEXの費用区分にて見積り費用を算入。
(出典) 各社事業計画等より事務局作成

⚫ 各社の次世代投資費用の見積り状況について、以下のとおり分類項目ごとに整理を実施した。
⚫ 系統増強や無電柱化対応といった設備拡充に係る費用については、次世代投資費用として計上する事業者と、

CAPEXとして計上する事業者とで分かれるなど、計上方法に差異があることを確認した。

脱
炭
素

レ
ジ
リ
エ
ン
ス D

X
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脱炭素

北海道電力
NW

事業者 取組内容
便益※（①金額、

②算定期間、③性質）

東北電力
NW

各社の主な次世代投資計画の概要 －脱炭素－ １/５

(出典) 各社事業計画等より事務局作成

【系統増強（プッシュ型）】再エネ電源ポテンシャルを考慮した系統整備
①518億円
②2023～2027年度
③再エネ連系量の増加

【配電網高度化】【共同システム（需給調整市場、中給）】再エネ電源の出力変動に
対する電圧・周波数制御による系統安定化

①404億円
②2023～2027年度
③再エネ連系量の増加

【系統増強（プッシュ型）】【N-1電制】【ノンファーム】再エネ電源の系統アクセスの円滑
化・容易化

①59億円
②2023～2027年度
③再エネ連系量の増加

【再給電方式】【ダイナミックレーティング】再エネ電源の系統利用の促進
①149億円
②2023～2027年度
③再エネ連系量の増加

【スマートメーター】次世代スマートメータの導入
①229億円
②2023～2027年度
③再エネ連系量の増加

【系統増強（プッシュ型）】送電系統の増強 連系線・基幹系統の増強
①1兆4974億円
②運開後22～36年間合計
③燃料費削減等

【N-1電制】送電系統の有効利用 日本版コネクト&マネージ（N-1電制）
①4億円
②2023～2027年度
③CO2排出削減等

【発電予測精度向上】調整力の確保・調整手法等の高度化 発電予測精度向上
①ー
②ー
③再エネ出力制御量低減等

【配電網高度化】次世代配電網の構築 電圧調整機器・自動開閉器等の導入
①561億円
②2024～2040年度
③CO2排出削減等

【スマートメーター】次世代配電網の構築 次世代スマートメータ導入
①769億円
②2025～2040年度
③需要家設備費用削減等

※便益は各社において現時点で合理的に予見・算定できる範囲において定量化しており、他の案件との単純比較は困難 13



脱炭素

東京電力
PG

事業者 取組内容
便益（①金額、

②算定期間、③性質）

中部電力
PG

各社の主な次世代投資計画の概要 －脱炭素－ ２/５

(出典) 各社事業計画等より事務局作成

【系統安定化、停電・災害対応】リアルタイムでの系統安定度評価による発電機出力抑
制量の低減および電圧・無効電力の最適化による送電ロスの最小化・リアルタイム系統
安定度評価および基幹系統ロスミニ制御の導入

①170億円
②2025～2034年度
③燃料費の削減等

【ダイナミックレーティング】気象条件等を踏まえた送電設備の動的評価による空き容量の
最大化・ダイナミックレーティングの導入

①126億円
②2024～2033年度
③燃料費削減等

【配電網高度化】送電用変電所、配電用変電所一体となった配電網の電圧の最適制
御・送・変・配一体の電圧集中制御の検討・導入

①622億円
②2022～2031年度
③燃料費削減等

【ノンファーム】【再給電方式】既存設備を最大限に活用することによる空き容量の確保・
ノンファーム型接続への対応

①1兆288億円
②2024～2033年度
③燃料費の削減等

【スマートメーター】次世代スマートメーターの導入による社会的便益の最大化・次世代ス
マートメーターの設置

①2317～2826億円
②発現後10年間
③レジリエンス強化等

【N-1電制】【ノンファーム】【再給電方式】N-1電制、ノンファーム型接続、再給電方式導
入

①254億円
②2024年度以降
③燃料費の低減等

【ダイナミックレーティング】ダイナミックレーティング導入、送電容量拡大
①11億円
②2025年度以降
③燃料費の低減等

【配電網高度化】電圧調整システム導入（増分費用）
①ー（次世代スマメと合算）
②次世代スマメ設置後10年
③系統全体の需給安定化等

【スマートメーター】次世代スマートメーター導入（増分費用）
①127億円
②次世代スマメ設置後10年
③系統全体の需給安定化等

【その他】SF6ガスレス機器採用（増分費用）
①2億円
②ー
③温室効果ガス排出低減
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脱炭素

北陸電力
送配電

事業者 取組内容
便益（①金額、

②算定期間、③性質）

関西電力
送配電

各社の主な次世代投資計画の概要 －脱炭素－ ３/５

(出典) 各社事業計画等より事務局作成

【N-1電制】Ｎ－１電制装置設置
①57億円
②2023～2045年度
③燃料費削減等

【系統増強（プッシュ型）】【N-1電制】【ノンファーム】ローカル系統プッシュ型増強等によ
る再エネ早期連系工事

①4億円/年
②2030年度以降
③燃料費削減等

【スマートメーター】次世代スマートメーター導入、関連システム開発
①237～291億円
②2025～2034年度
③再エネ拡大・需給安定化等

【配電網高度化】配電網高度化に向けたシステム改修、機器設置
①41.7億円
②2023～2027年度
③停電量低減等

【共同システム（需給調整市場、中給）】需給調整の広域化（MMS、KJC等の対
応）

①5億円/年
②ー
③電源コスト低減

【系統増強（プッシュ型）】運用容量の拡大に向けた系統増強計画に関する取組み
（ローカル系統のプッシュ型増強）

①4.6億円/年
②設備耐用年数
③停電短縮・CO2排出減等

【配電網高度化】【スマートメーター】配電網高度化に関する取組み
①350億円/年
②2034～2043年度
③再エネ拡大等

【発電予測精度向上】再エネ出力予測に関する取組み
①ー
②ー
③需給安定、調達費低減等

【共同システム（需給調整市場、中給）】需給調整市場に関する取組み
①124億円/年
②ー
③調整力コスト低減

【その他】温室効果ガス低減機器導入拡大に関する取組み
①0.22億円/年
②ー
③CO2排出量の削減等
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脱炭素

中国電力
NW

事業者 取組内容
便益（①金額、

②算定期間、③性質）

四国電力
送配電

各社の主な次世代投資計画の概要 －脱炭素－ ４/５

(出典) 各社事業計画等より事務局作成

【N-1電制】【ノンファーム】【再給電方式】系統混雑への対応
①961億円
②耐用年数（22年間）
③再エネの早期連系

【配電網高度化】配電系統の電圧調整の高度化
①21億円
②10年間
③再エネ導入拡大等

【スマートメーター】次世代スマートメーター導入
①(全国大：7～9000億円)
②ー
③再エネ拡大・需給安定化等

【系統安定化、停電・災害対応】電源制限・周波数制御等による系統安定化
①ー
②ー
③大規模停電の防止等

【分散グリッド化（蓄電池）】離島のカーボンニュートラル推進
①52億円
②耐用年数期間
③環境負荷の低減

【N-1電制】N-1電制の導入
①287億円
②2023～2027年度
③設備増強費用回避等

【ノンファーム】【再給電方式】再給電・ノンファーム型接続への対応
①ー
②ー
③再エネ連系拡大等

【共同システム（需給調整市場、中給）】広域化(需給調整市場対応)
①ー
②ー
③調整力費用の低減

【配電網高度化】配電自動化システムの光方式への移行
①4億円/年
②2028年度以降
③再エネ拡大、停電量低減

【スマートメーター】次世代スマートメータの導入
①(全国大：7～9000億円)
②ー
③再エネ拡大・停電量低減
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脱炭素

九州電力
送配電

事業者 取組内容
便益（①金額、

②算定期間、③性質）

沖縄電力

各社の主な次世代投資計画の概要 －脱炭素－ ５/５

(出典) 各社事業計画等より事務局作成

【ノンファーム】【再給電方式】再給電方式等による系統混雑対応
①ー
②2027年度以降
③再エネ拡大

【N-1電制】N-1電制装置の導入
①571億円
②2023～2045年度
③再エネ拡大

【その他】DR・系統用蓄電池の導入に向けた取組み
①30億円
②2028～2031年度
③再エネ拡大・設備投資抑制

【系統安定化、停電・災害対応】系統安定化技術の高度化
①20億円
②2027～2031年度
③再エネ拡大等

【その他】電動車の導入拡大
①11億円
②2023～2034年度
③燃料費の低減等

【分散グリッド化（運用高度化）】系統安定化に関する調査研究
①ー
②ー
③系統運用管理高度化

【発電予測精度向上】【分散グリッド化（マイクログリッド）】発電予測精度向上に関する
調査研究

①ー
②2023年度以降
③エネルギー自給率向上等

【発電予測精度向上】発電予測精度向上（再エネ予測用システム新設）
①0.1億円
②2027年度
③燃料費低減等

【分散グリッド化（MGセット）】宮古島系統における再生可能エネルギーの更なる連係
量拡大のためのMGセット導入

①500MWh/年
②2024年度以降
③再エネ出力制御量低減等

【スマートメーター】【配電網高度化】次世代配電網の構築
①70億円
②10年間
③ﾚｼﾞﾘｴﾝｽ強化、再エネ拡大

17



レジリエンス強化

北海道電力
NW

事業者 取組内容
便益（①金額、

②算定期間、③性質）

東北電力
NW

各社の主な次世代投資計画の概要 －レジリエンス強化－ １/４

(出典) 各社事業計画等より事務局作成

【系統安定化、停電・災害対応】災害時の系統安定機能の強化
①ー
②ー
③大規模停電の防止

【無電柱化】近年頻発する災害などへの対応
①ー
②ー
③停電回避・長期化防止

【その他】特定リスク設備の早期改修
①ー
②ー
③停電回避等

【系統安定化、停電・災害対応】停電の早期解消
①ー
②ー
③停電量の抑制等

【分散グリッド化（蓄電池）】蓄電池・EMS等を活用した需給調整 新潟県自然エネル
ギーの島構想（佐渡島）

①24億円
②2023~2042年度
③燃料費等削減等

【無電柱化】災害発生時の被害縮小・早期復旧に資する設備構築 無電柱化
①ー
②ー
③停電被害・長期化防止

【系統安定化、停電・災害対応】災害発生時の被害縮小・早期復旧に資する設備構
築 変電所浸水対策

①ー
②ー
③停電被害・長期化防止

東京電力
PG

【系統安定化、停電・災害対応】事故時に遮断する回線を再エネ出力変動に応じて選
定することによる遮断量の確保・アダプティブUFRの設置

①ー
②2022～2030年度
③広域停電回避

【DX機器（ドローン、AI、ロボット、センサ）】ドローンの活用によるレジリエンス強化および
保全業務の効率化・ドローンの活用

①6億円
②2024年度以降
③対応迅速化、業務効率化

【分散グリッド化（蓄電池）】再生可能エネルギーを利用した地産地消型の小規模なエ
ネルギーネットワークの実現・島嶼マイクログリッド

①31億円
②2026年度以降
③燃料費・修繕費用削減
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レジリエンス強化

事業者 取組内容
便益（①金額、

②算定期間、③性質）

中部電力
PG

各社の主な次世代投資計画の概要 －レジリエンス強化－ ２/４

(出典) 各社事業計画等より事務局作成

【アセットマネジメント】アセットマネジメント高度化に向けたシステム構築
①ー
②ー
③設備保守効率化、最適化

【系統安定化、停電・災害対応】移動式変電所拡充、配電特種車両配備
①ー
②ー
③早期解消、信頼度確保

【分散グリッド化（配電ライセンス）】配電事業ライセンス導入対応
①ー
②ー
③早期復旧、業務効率化

【系統安定化、停電・災害対応】給電制御所リプレース、系統安定化システム
①ー
②ー
③停電量低減等

【サイバーセキュリティ】サイバーセキュリティ対策強化
①ー
②ー
③攻撃防御、被害極小化

北陸電力
送配電

【系統安定化、停電・災害対応】変電所水害対策、超高圧線路雪害対策
①44億円
②ー
③供給支障・設備被害防止

【無電柱化】無電柱化：単独地中化工事
①ー
②ー
③停電機会・通信障害防止

【分散グリッド化（配電ライセンス）】配電ライセンス導入に伴うシステム改修
①1億円/年
②2026年度以降
③配電業務等の削減

【サイバーセキュリティ】情報セキュリティ強化のためのログ収集サーバ設置
①ー
②ー
③信頼性向上

【共同システム（需給調整市場、中給）】二次調整力➀広域運用のためのシステム改
修

①5億円/年
②2026年度以降
③電源コスト低減
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レジリエンス強化

事業者 取組内容
便益（①金額、

②算定期間、③性質）

関西電力
送配電

各社の主な次世代投資計画の概要 －レジリエンス強化－ ３/４

(出典) 各社事業計画等より事務局作成

【系統安定化、停電・災害対応】設備の強靭化に関する取組み（架空ケーブル化による
倒木対策）

①0.26億円/年
②設備耐用年数
③停電量の抑制

【系統安定化、停電・災害対応】停電復旧作業の迅速化に関する取組み
①11億円/年
②対策後、10年継続
③停電量の抑制

【アセットマネジメント】アセットマネジメントの高度化に向けた取組み
①ー
②ー
③系統全体での投資評価

【分散グリッド化（オフグリッド）】分散型グリッドの活用に関する取組み
①ー
②ー
③分散型グリッド導入・拡大

【サイバーセキュリティ】電力制御システムにおけるセキュリティ対策に関する取組み
①ー
②ー
③感知高度化、影響極小化

中国電力
NW

四国電力
送配電

【系統安定化、停電・災害対応】事故・災害復旧の迅速化
①ー
②ー
③停電量の抑制

【系統安定化、停電・災害対応】系統安定化装置の設置
①ー
②ー
③大規模停電防止等

【その他】次世代監視制御システムの開発
①11億円
②10年間
③設備投資・保守費用低減

【系統安定化、停電・災害対応】【サイバーセキュリティ】系統制御所システムの更新
①1億円/年×2年
②2023年度、2026年度
③サーバ台数削減等

【その他】災害に備えたお客さま対応システムの機能強化
①ｰ
②ｰ
③迅速な情報発信等
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レジリエンス強化

九州電力
送配電

事業者 取組内容
便益（①金額、

②算定期間、③性質）

沖縄電力

各社の主な次世代投資計画の概要 －レジリエンス強化－ ４/４

(出典) 各社事業計画等より事務局作成

【系統安定化、停電・災害対応】中間遮断器による停電の回避及び事故点標定等によ
る停電対応の迅速化

①213億円＋11億円/年

②2025年度以降
③設備費用抑制等

【系統安定化、停電・災害対応】220kVガス断路器の導入による耐震性能の向上
①88億円
②2022年度以降
③停電量低減

【個別（需要家対応）】被害状況の共有・復旧対応の迅速化に向けた取組み
①22億円
②2023～2027年度
③停電量低減等

【系統安定化、停電・災害対応】塩害事故の未然防止に向けたがいし付着物計測装置
の開発・導入

①20億円
②2024年度以降
③停電量低減

【サイバーセキュリティ】電力制御システムのセキュリティ強化
①19億円
②2027年度
③停電量低減

【分散グリッド化（蓄電池）】マイクログリッドの活用検討・技術開発
①ｰ
②2026年度以降
③自給率向上、停電量短縮

【系統安定化、停電・災害対応】停電時間の短縮
①ｰ
②ｰ
③信頼性向上

【系統安定化、停電・災害対応】災害発生時のブラックアウト回避
①ｰ
②2023年度
③停電回避

【系統安定化、停電・災害対応】低圧発電機車の整備
①0.1億円/年
②2022年度以降
③早期復旧
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DX、効率化

北海道電力
NW

事業者 取組内容
便益（①金額、

②算定期間、③性質）

東北電力
NW

各社の主な次世代投資計画の概要 －DX、効率化－ １/５

(出典) 各社事業計画等より事務局作成

【DX機器（ドローン、AI、ロボット、センサ）】DXの推進やドローン・次世代デバイスの活
用

①ー
②ー
③巡視点検業務効率化

【データ活用（10社共同）】情報提供・情報活用による利益者利益向上
①ー
②ー
③自治体等の災害対応強化

【アセットマネジメント】設備管理の高度化 アセットマネジメントシステム
①303億円
②2025～2039年度
③制度対応新規業務抑制等

【データ活用（10社共同）】電力データの利活用 電力データ提供システム
①ー
②ー
③災害時の電力データ提供

東京電力
PG

【DX機器（ドローン、AI、ロボット、センサ）】センサ情報に基づき設備の異常兆候、劣
化状態を評価して巡視・点検費用の抑制と出向レスを実現、リアルタイム情報を活用し、
設備の劣化状況を把握して限界まで使用することで設備更新費用を抑制・変電所のデ
ジタル化

①ー
②2022～2029年度
③対応迅速化、業務効率化

【その他】デジタルツールを活用した出向用ツールの統一や作業報告の自動化・現地出向
ツールの統一および作業報告の自動化等

①51億円
②2024～2034年度
③人件費削減

【その他】BIMなどの3Dデータを活用し「現場把握」「計測」「配置・工法検討」「技術計
算」「数量積算」等の技術を確立することで、現場出向レスと設計・積算業務の効率化・
3Dデータ活用による設計業務の効率化

①57億円
②2024～2034年度
③人件費削減
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DX、効率化

事業者 取組内容
便益（①金額、

②算定期間、③性質）

中部電力
PG

各社の主な次世代投資計画の概要 －DX、効率化－ ２/５

(出典) 各社事業計画等より事務局作成

【DX機器（ドローン、AI、ロボット、センサ）】ドローン、センサ、ロボット等の活用
①27億円
②2023～2027年度
③点検費削減、作業効率化

【DX機器（ドローン、AI、ロボット、センサ）】変電所のデジタル化
①4億円
②2023～2027年度
③更新費低減、運用高度化

【データ活用（10社共同）】電力データ活用に資するシステム構築
①ー
②ー
③迅速な避難指示等

北陸電力
送配電

【DX機器（ドローン、AI、ロボット、センサ）】カメラ・AI等を用いた保守の遠隔化・自動
化

①0.3億円/年
②2022年度以降
③人件費・修繕費削減

【DX機器（ドローン、AI、ロボット、センサ）】営巣巡視へのAI技術の活用
①0.5億円
②2026年度
③維持運用費削減

【データ活用（10社共同）】スマメ情報提供・活用による利便性向上
①1.9億円
②2025年度
③維持費削減

【アセットマネジメント】設備の劣化状況把握と効果的な修繕・更新（アセットマネジメント
システム）

①0.1億円
②2027年度
③維持費削減

【その他】高耐食技術導入による鉄塔ライフサイクルコスト低減
①0.8億円/基等
②実施から30/35年後
③作業低減、停止頻度低減
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DX、効率化

事業者 取組内容
便益（①金額、

②算定期間、③性質）

関西電力
送配電

各社の主な次世代投資計画の概要 －DX、効率化－ ３/５

(出典) 各社事業計画等より事務局作成

【DX機器（ドローン、AI、ロボット、センサ）】デジタル技術を活用した保安業務の高度
化に関する取組み

①0.7億円/年
②本格適用後、10年継続
③送電保全業務等効率化

【DX機器（ドローン、AI、ロボット、センサ）】配電業務への先進技術導入に関する取組
み

①4.9億円/年
②本格適用後、10年継続
③巡視・点検費用削減等

【共同システム（需給調整市場、中給）】次期中央給電指令所システムの開発に関す
る取組み

①ー
②ー
③システム関連費用低減等

【その他】新工法・新素材の開発・導入に向けた取組み（鉄塔塗装工事における新工
法の開発等）

①0.8億円/年
②本格適用後、10年継続
③工事業務効率化

【その他】託送供給業務全般を支援するシステムの高度化に関する取組み
①17.3億円/年
②本格適用後、10年継続
③託送供給業務効率化

中国電力
NW

【データ活用（10社共同）】電力データ活用
①ー
②ー
③提供時間短縮、情報拡充

【アセットマネジメント】アセットマネジメントシステムの開発
①ー
②ー
③計画の最適化・容易化

【DX機器（ドローン、AI、ロボット、センサ）】ドローン・スマートグラス等の活用
①1億円
②10年間
③安全性向上、委託費低減

【DX機器（ドローン、AI、ロボット、センサ）】センサー等の活用
①51億円
②10年間
③点検費削減、対応迅速化

【DX機器（ドローン、AI、ロボット、センサ）】モービルマッピングシステム等の活用
①46億円
②10年間
③巡視業務効率化等
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DX、効率化

事業者 取組内容
便益（①金額、

②算定期間、③性質）

四国電力
送配電

各社の主な次世代投資計画の概要 －DX、効率化－ ４/５

(出典) 各社事業計画等より事務局作成

【データ活用（10社共同）】電力データ活用
①12億円
②2024年度以降
③情報提供迅速化、効率化

【アセットマネジメント】アセットマネジメントシステムの構築
①ｰ
②2026年度以降
③精緻な更新計画

【DX機器（ドローン、AI、ロボット、センサ）】ドローンやスマートグラスを活用した巡視・点
検業務の効率化および高度化

①1.3億円/年
②2023年度以降
③巡視・点検業務効率化等

【DX機器（ドローン、AI、ロボット、センサ）】AIを活用した営巣検知システムの導入
①2.5億円/年
②2023年度以降
③業務効率化、撤去迅速化

【ダイナミックレーティング】【DX機器（ドローン、AI、ロボット、センサ）】カメラやセンサ類を
活用した変電所のスマート化と送変電設備のダイナミックレーティング

①0.4億円/年
②2023年度以降
③巡視・点検業務効率化等

九州電力
送配電

【その他】電力保全ネットワーク・映像プラットフォーム構築
①63億円
②2023～2032年度
③保全業務効率化・高度化

【DX機器（ドローン、AI、ロボット、センサ）】センサ・ロボット技術等による変電設備保全
の高度化

①60億円
②2023～2050年度
③業務時間削減等

【系統安定化、停電・災害対応】系統運用の高度化及び効率化に向けた取組み
①35億円
②2028～2043年度
③修繕費用・停電量低減

【DX機器（ドローン、AI、ロボット、センサ）】MRグラス活用による変電所完全一人操作
に向けたシステムの機能強化

①5億円
②2023～2027年度
③業務効率化

【その他】次世代工事車両等による配電工事の効率化
①3億円
②2024～2035年度
③効率化・委託労務費減少
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DX、効率化

事業者 取組内容
便益（①金額、

②算定期間、③性質）

沖縄電力

各社の主な次世代投資計画の概要 －DX、効率化－ ５/５

(出典) 各社事業計画等より事務局作成

【その他】監視制御・電力保全NW整備
①0.03億円/年
②2025年度以降
③建設費用削減等

【データ活用（10社共同）】電力データ活用
①ｰ
②2024年度以降
③情報提供迅速化等

【アセットマネジメント】アセットマネジメントシステムの構築
①2.8億円
②2026～2035年度
③業務効率化等

【その他】発電側課金システム構築
①ｰ
②2024年度以降
③社会便益実現

【その他】託送関連システム改修（制度対応）
①ｰ
②2023年度以降
③レジリエンス強化等
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１．各社の分類項目ごとの次世代投資費用の
見積り状況・概要

２．分類項目ごとの効率化係数設定の妥当性
についての検証結果
(1)系統増強（プッシュ型）、(2)N-1電制、(3)ノンファーム、
(4)再給電方式、(5)ダイナミックレーティング、(6)発電予測精度向上、
(7)スマートメーター、(8)配電網高度化、(9)共同システム、
(10)分散グリッド化、(11)系統安定化、停電・災害対応、
(12)無電柱化、(13)サイバーセキュリティ、(14)DX機器、
(15)データ活用、(16)アセマネ、(17)その他
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⚫ 将来の再エネ連系申込を見据えたプッシュ型の設備投資を計画。
⚫ 積極的に実施すべき次世代投資ではあるものの、過去から実施しているプル型の系統増強

と主な取組内容に特段の差がないことを踏まえると、基本的に他の系統増強案件と同様に
一定の効率化を求めることが妥当ではないか。（＝効率化係数を設定）

脱炭素

北海道電力
NW

東北電力
NW

東京電力
PG

中部電力
PG

北陸電力
送配電

関西電力
送配電

中国電力
NW

四国電力
送配電

九州電力
送配電

沖縄電力

〇 〇 〇 ● 〇 〇 ● ● × ×

効率化係数設定の妥当性の検証

（１）系統増強（プッシュ型）

中長期的な目標における位置付けについて

⚫ 2050年カーボンニュートラル実現に向けた、再エネ電源の大量かつ迅速な導入に資する取組。
※区分された費用区分において検証。

各社の費用見積り状況

各社における具体的な取組内容について

⚫ 再エネの早期連系に向け、需要家から接続申込がなされる前に、広域系統整備計画及び再エネ導入ポテンシャルを勘案して設備
増強を実施。
⇒導入ポテンシャルを踏まえつつプッシュ型で設備増強を実施していくこと自体は電力ネットワークの次世代化に資する取組である。
・一方、第一規制期間に予定されている個別の取組の多くは、際立った新技術等を実装・研究するものではないと考えられること
から、基本的に、CAPEXに算入している拡充投資案件と同様に効率化係数の対象とすることが妥当ではないか。
・さらに、一部の事業者における系統増強（プッシュ型）については、その位置づけの妥当性を検証し、必要に応じてCAPEXに区
分することが妥当ではないか。

便益説明の具体性・合理性について

⚫ 再エネ連系量の早期拡大により化石燃料コスト及びCO2排出対策コストを低減。
※区分された費用区分において検証。

※●は「CAPEX」に見積り費用を算入
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東京電力PGの事例

※取組内容や費用、便益等に関する詳細情報について、別途各社より詳細説明資料の提出を受けている

効率化係数設定の妥当性の検証

（１）系統増強（プッシュ型） －事業計画への記載実例※ １/２－
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効率化係数設定の妥当性の検証

（１）系統増強（プッシュ型） －事業計画への記載実例 ２/２－

東北電力NWの事例
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電力ネットワークの次世代化に向けた
中間とりまとめ（2021年9月）

効率化係数設定の妥当性の検証

（１）系統増強（プッシュ型） －参考情報－
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⚫ 運用容量拡大にあたり、既設送電線を拡充せずに電制で対応する「N－１電制」を適用。
⚫ 次世代電力ネットワークの構築に資する取組と位置づけられることから、基本的に効率化係数

の対象外とすべきではないか。
脱炭素

北海道電力
NW

東北電力
NW

東京電力
PG

中部電力
PG

北陸電力
送配電

関西電力
送配電

中国電力
NW

四国電力
送配電

九州電力
送配電

沖縄電力

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ×

効率化係数設定の妥当性の検証

（２）Nー１電制

中長期的な目標における位置付けについて

⚫ 2050年カーボンニュートラル実現に向けて、既存ネットワークを有効活用しつつ、再エネ電源の大量かつ迅速な導入に資する取組。
⇒検証の結果、中長期的な目標における位置づけを合理的かつ明確に説明できていると評価できるのではないか。

各社の費用見積り状況

各社における具体的な取組内容について

⚫ 「N-1電制」は流通設備の単一設備故障時にリレーシステムで瞬時に電源制限を行うことで、運用容量を超える再エネ電源等の連
系を可能とする取組。

⚫ 系統混雑が既に発生している箇所や今後発生が見込まれる箇所について、設備拡充によらずに再エネ出力制御の抑制を図る。
⇒既存系統を有効活用しながら電力ネットワークの次世代化を図る取組であると評価できるのではないか。

便益説明の具体性・合理性について

⚫ 設備拡充コストの発生を回避できるほか、再エネ連系量の早期拡大により化石燃料コスト及びCO2排出対策コストを低減。
⇒検証の結果、各社ともに便益について一定の説明がなされていると評価できるのではないか。ただし、便益を定量的に試算してい
る事業者がいる一方、定性的な説明に留まる事業者もいることから、N-1電制への投資については、将来的に便益が費用を安定
的に上回ることを具体的に試算・説明できることを追加で確認することとする。（追加で確認できない事業者については、効率化
係数の対象とするなどの措置を講ずる）
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効率化係数設定の妥当性の検証

（２）Nー１電制 －事業計画への記載実例 １/２－

九州電力送配電の事例
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効率化係数設定の妥当性の検証

（２）Nー１電制 －事業計画への記載実例 ２/２－

東北電力NWの事例
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効率化係数設定の妥当性の検証

（２）Nー１電制 －参考情報－
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⚫ 系統混雑時に無補償で出力制御されることを条件に、空きのない既存系統への再エネ電源
等の接続を可能とする「ノンファーム型接続」を適用。

⚫ 次世代電力ネットワークの構築に資する取組と位置づけられることから、基本的に効率化係数
の対象外とすべきではないか。

脱炭素

北海道電力
NW

東北電力
NW

東京電力
PG

中部電力
PG

北陸電力
送配電

関西電力
送配電

中国電力
NW

四国電力
送配電

九州電力
送配電

沖縄電力

〇 〇 〇 〇 ○ ○ 〇 〇 〇 ×

中長期的な目標における位置付けについて

各社の費用見積り状況

各社における具体的な取組内容について

⚫ 空き容量がなく、本来は送電線を増強しなければ接続できない送電線について、系統混雑時の無補償での出力制御を条件に新
規発電設備の接続を許容することにより、再エネ電源等の早期連系を可能とするノンファーム型接続を拡大するため、出力制御シ
ステム等の必要なシステム改修・導入を行う。
⇒既存系統を有効活用しながら電力ネットワークの次世代化を図る取組であると評価できるのではないか。

便益説明の具体性・合理性について

⚫ 2050年カーボンニュートラル実現に向けて、既存ネットワークを有効活用しつつ、再エネ電源の大量かつ迅速な導入に資する取組。
⇒検証の結果、中長期的な目標における位置づけを合理的かつ明確に説明できていると評価できるのではないか。

⚫ 設備拡充コストの発生を回避できるほか、再エネ連系量の早期拡大により化石燃料コスト及びCO2排出対策コストを低減。
⇒検証の結果、各社ともに便益について一定の説明がなされていると評価できるのではないか。ただし、便益を定量的に試算してい
る事業者がいる一方、定性的な説明に留まる事業者もいることから、ノンファーム型接続への投資については、将来的に便益が費
用を安定的に上回ることを具体的に試算・説明できることを追加で確認することとする。（追加で確認できない事業者については、
効率化係数の対象とするなどの措置を講ずる）

効率化係数設定の妥当性の検証

（３）ノンファーム
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効率化係数設定の妥当性の検証

（３）ノンファーム －事業計画への記載実例 １/２－

東京電力PGの事例
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効率化係数設定の妥当性の検証

（３）ノンファーム －事業計画への記載実例 ２/２－

四国電力送配電の事例
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電力ネットワークの次世代化に向けた
中間とりまとめ（2021年9月）

効率化係数設定の妥当性の検証

（３）ノンファーム －参考情報－



⚫ 系統混雑対応を行う際に、メリットオーダーにより出力制御を行う再給電方式を適用。
⚫ 次世代電力ネットワークの構築に資する取組と位置づけられることから、基本的に効率化係数

の対象外とすべきではないか。
脱炭素

北海道電力
NW

東北電力
NW

東京電力
PG

中部電力
PG

北陸電力
送配電

関西電力
送配電

中国電力
NW

四国電力
送配電

九州電力
送配電

沖縄電力

〇 〇 ○ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ×

中長期的な目標における位置付けについて

各社の費用見積り状況

各社における具体的な取組内容について

⚫ 系統混雑への対応として、メリットオーダー（系統利用について、接続の早い順ではなく、市場価格の安い順に電源を稼働させる考
え方）にしたがって出力制御を行う再給電方式の適用に必要なシステム開発・改修を実施。ノンファーム型接続導入に伴って生じる
系統混雑の処理においても再給電方式の活用を想定。
⇒既存系統を有効活用しながら電力ネットワークの次世代化を図る取組であると評価できるのではないか。

便益説明の具体性・合理性について

⚫ 設備拡充コストの発生を回避できるほか、再エネ連系量の早期拡大により化石燃料コスト及びCO2排出対策コストを低減。
⇒検証の結果、各社ともに便益について一定の説明がなされていると評価できるのではないか。ただし、便益を定量的に試算してい
る事業者がいる一方、定性的な説明に留まる事業者もいることから、再給電方式への投資については、将来的に便益が費用を
安定的に上回ることを具体的に試算・説明できることを追加で確認することとする。（追加で確認できない事業者については、効
率化係数の対象とするなどの措置を講ずる）

⚫ 2050年カーボンニュートラル実現に向けて、既存ネットワークを有効活用しつつ、再エネ電源の大量かつ迅速な導入に資する取組。
⇒検証の結果、中長期的な目標における位置づけを合理的かつ明確に説明できていると評価できるのではないか。

効率化係数設定の妥当性の検証

（４）再給電方式

40
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効率化係数設定の妥当性の検証

（４）再給電方式 －事業計画への記載実例 １/２－

北海道電力NWの事例
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効率化係数設定の妥当性の検証

（４）再給電方式 －事業計画への記載実例 ２/２－

関西電力送配電の事例
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電力ネットワークの次世代化に向けた
中間とりまとめ（2021年9月）

効率化係数設定の妥当性の検証

（４）再給電方式 －参考情報－



44

⚫ 現地の気象条件等をリアルタイムで監視・分析し、送電可能容量を変動させる取組。
⚫ 次世代電力ネットワークの構築に資する取組と位置づけられることから、基本的に効率化係数

の対象外とすべきではないか。

脱炭素
DX

北海道電力
NW

東北電力
NW

東京電力
PG

中部電力
PG

北陸電力
送配電

関西電力
送配電

中国電力
NW

四国電力
送配電

九州電力
送配電

沖縄電力

〇 ● 〇 〇 ○ 〇 ● 〇 〇 ×

中長期的な目標における位置付けについて

各社の費用見積り状況

各社における具体的な取組内容について

⚫ 送電可能容量の設定について、最過酷条件に基づいて一律に設定する従来の方式ではなく、リアルタイムで監視・分析した現地の
気象条件等を踏まえつつ柔軟に設定できるよう、センサ及び装置の設置やシステム構築等を行う。
⇒既存系統を有効活用しながら電力ネットワークの次世代化を図る取組であると評価できるのではないか。

便益説明の具体性・合理性について

⚫ 送電可能容量の拡大を受けた再エネ連系量の拡大、及びそれに伴い化石燃料コスト及びCO2排出対策コストを低減。
⇒検証の結果、各社ともに便益について一定の説明がなされていると評価できるのではないか。ただし、便益を定量的に試算してい
る事業者がいる一方、定性的な説明に留まる事業者もいることから、ダイナミックレーティングへの投資については、将来的に便益が
費用を安定的に上回ることを具体的に試算・説明できることを追加で確認することとする。（追加で確認できない事業者について
は、効率化係数の対象とするなどの措置を講ずる）

⚫ 2050年カーボンニュートラル実現に向けて、既存ネットワークを有効活用しつつ、再エネ電源の大量かつ迅速な導入に資する取組。
⇒検証の結果、中長期的な目標における位置づけを合理的かつ明確に説明できていると評価できるのではないか。

効率化係数設定の妥当性の検証

（５）ダイナミックレーティング

※●は「OPEX」に見積り費用を算入
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効率化係数設定の妥当性の検証

（５）ダイナミックレーティング －事業計画への記載実例 １/２－

北海道電力NWの事例
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効率化係数設定の妥当性の検証

（５）ダイナミックレーティング －事業計画への記載実例 ２/２－

関西電力送配電の事例



47

電力ネットワークの次世代化に向けた
中間とりまとめ（2021年9月）

効率化係数設定の妥当性の検証

（５）ダイナミックレーティング －参考情報－
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⚫ 再エネ大量導入に伴い系統の安定性が低下する中、調整力の確保や出力調整をより精緻に
行うため、発電予測精度向上に向けた取組を実施。

⚫ 発電予測精度向上を実現するためには、新たな予測技術の開発・導入に向けた研究投資が
必要であることから、基本的に効率化係数の対象外とすべきではないか。

脱炭素

北海道電力
NW

東北電力
NW

東京電力
PG

中部電力
PG

北陸電力
送配電

関西電力
送配電

中国電力
NW

四国電力
送配電

九州電力
送配電

沖縄電力

〇 〇 ● × 〇 〇 〇 ● 〇 〇

中長期的な目標における位置付けについて

⚫ 需給調整を高度化することは、2050年カーボンニュートラル実現に向けた再エネ電源の大量かつ迅速な導入に資する取組。
⇒検証の結果、中長期的な目標における位置づけを合理的かつ明確に説明できていると評価できるのではないか。

各社の費用見積り状況

各社における具体的な取組内容について

⚫ 再エネの発電予測精度を向上すべく、アンサンブル予報（NEDO実証事業成果）の活用技術・システム反映、スマートメーター値
取り込み等を各社にて計画。
⇒次世代の電力ネットワークにおいて求められる需給調整高度化に資する取組であると評価できるのではないか。

便益説明の具体性・合理性について

⚫ 再エネ予測誤差発生に起因する調整コストを低減できるほか、再エネ出力制御量の低減により化石燃料コストを削減。
⇒検証の結果、各社ともに便益について一定の説明がなされていると評価できるのではないか。ただし、便益を定量的に試算してい
る事業者がいる一方、定性的な説明に留まる事業者もいることから、発電予測精度向上への投資については、将来的に便益が
費用を安定的に上回ることを具体的に試算・説明できることを追加で確認することとする。（追加で確認できない事業者について
は、効率化係数の対象とするなどの措置を講ずる）

効率化係数設定の妥当性の検証

（６）発電予測精度向上

※●は「OPEX」/「CAPEX」に見積り費用を算入
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効率化係数設定の妥当性の検証

（６）発電予測精度向上 －事業計画への記載実例－

北陸電力送配電の事例



50

第65回調整力及び需給バランス評価等に
関する委員会（電力広域的運営推進機関）

資料５（2021年9月22日）

効率化係数設定の妥当性の検証

（６）発電予測精度向上 －参考情報 １/３－
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第65回調整力及び需給バランス評価等に
関する委員会（電力広域的運営推進機関）

資料５（2021年9月22日）

効率化係数設定の妥当性の検証

（６）発電予測精度向上 －参考情報 ２/３－



52

効率化係数設定の妥当性の検証

（６）発電予測精度向上 －参考情報 ３/３－
第43回再生可能エネルギー大量導入小委

資料２（2022年7月13日）
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北海道電力
NW

東北電力
NW

東京電力
PG

中部電力
PG

北陸電力
送配電

関西電力
送配電

中国電力
NW

四国電力
送配電

九州電力
送配電

沖縄電力

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

中長期的な目標における位置付けについて

⚫ 次世代電力ネットワークの実現（電圧管理の高度化、需給調整高度化等）に向けて必要な情報を採録可能な次世代スマート
メーターを設置。
⇒検証の結果、中長期的な目標における位置づけを合理的かつ明確に説明できていると評価できるのではないか。

各社の費用見積り状況

各社における具体的な取組内容について

⚫ 再エネ連系量の拡大に応じて求められる配電系統の電圧管理の高度化や系統全体の安定性維持・向上、さらにレジリエンス強化
を図るべく、次世代スマートメーターを設置・導入や必要なシステム対応を実施。
⇒電力ネットワークの次世代化において求められる電圧管理及び需給調整の高度化を図る取組であると評価できるのではないか。

便益説明の具体性・合理性について

⚫ 系統全体の安定性が維持・向上することによる調整力費用の削減やデータを活用した迅速かつ詳細な分析による停電時間の短縮。
⇒検証の結果、各社ともに便益については国の検討会の結果を用いて説明がなされていると評価できるのではないか。

⚫ 次世代スマートメーターの設置・導入を各社計画。導入目的や便益の考え方といった基本的
な事項については、「次世代スマートメーター制度検討会」において整理がなされているところ。

⚫ 次世代電力ネットワークの構築に資する取組と位置づけられることから、効率化係数の対象外
とすべきではないか。

脱炭素

効率化係数設定の妥当性の検証

（７）スマートメーター
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効率化係数設定の妥当性の検証

（７）スマートメーター －事業計画への記載事例－

四国電力送配電の事例
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第7回次世代スマートメーター制度検討会
資料３（2021年12月17日）

効率化係数設定の妥当性の検証

（７）スマートメーター －参考情報 １/２－
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次世代スマートメーター制度検討会
取りまとめ（2022年5月）

効率化係数設定の妥当性の検証

（７）スマートメーター －参考情報 ２/２－
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⚫ 再エネ大量導入に伴い電圧の安定性が低下する中、電圧管理を遠隔でかつ適時適切に実
施するための取組を実施。

⚫ 次世代電力ネットワークの構築に資する取組と位置づけられることから、基本的に効率化係数
の対象外とすべきではないか。

脱炭素
レジリエンス

北海道電力
NW

東北電力
NW

東京電力
PG

中部電力
PG

北陸電力
送配電

関西電力
送配電

中国電力
NW

四国電力
送配電

九州電力
送配電

沖縄電力

〇 〇 ○ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ○

中長期的な目標における位置付けについて

⚫ 2050年カーボンニュートラル実現に向けて、今後さらに再エネ連系量が拡大すると見込まれる中、配電網の安定性を強化。
⇒検証の結果、中長期的な目標における位置づけを合理的かつ明確に説明できていると評価できるのではないか。

各社の費用見積り状況

各社における具体的な取組内容について

⚫ 再エネ導入拡大により、配電系統内での電圧変動が大きくなるなか、新たな機器及び技術（センサ付き開閉器、自動電圧調整
器、光ネットワーク等）を導入し、遠隔でかつ適時適切に電圧管理を実施。
⇒電圧管理の高度化を通じて電力ネットワークの次世代化を図る取組であると評価できるのではないか。

便益説明の具体性・合理性について

⚫ 系統安定性の向上による調整力費用の削減や再エネ出力制御量の低減。
⇒検証の結果、各社ともに便益について一定の説明がなされていると評価できるのではないか。ただし、便益を定量的に試算してい
る事業者がいる一方、定性的な説明に留まる事業者もいることから、配電網高度化への投資については、将来的に便益が費用
を安定的に上回ることを具体的に試算・説明できることを追加で確認することとする。（追加で確認できない事業者については、
効率化係数の対象とするなどの措置を講ずる）

効率化係数設定の妥当性の検証

（８）配電網高度化
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効率化係数設定の妥当性の検証

（８）配電網高度化 －事業計画への記載事例 １/２－

北海道電力NWの事例
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効率化係数設定の妥当性の検証

（８）配電網高度化 －事業計画への記載事例 ２/２－

東北電力NWの事例
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⚫ 需給調整の広域化、調達コストの低減に向けた「需給調整市場システム」の改修、「中央給
電指令所システム」の仕様統一等、一般送配電事業者が共同でシステム開発等を行う。

⚫ 今後運用が開始される制度に関するものを含め、需給調整の高度化に向けた前例の乏しい
検証も必要になってくることから、基本的に効率化係数の対象外とすべきではないか。

脱炭素
DX

北海道電力
NW

東北電力
NW

東京電力
PG

中部電力
PG

北陸電力
送配電

関西電力
送配電

中国電力
NW

四国電力
送配電

九州電力
送配電

沖縄電力

○ 〇 ● 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ●

中長期的な目標における位置付けについて

⚫ 再エネ導入拡大等を踏まえ、各種制度を踏まえたシステム対応を実施し、需給調整等の高度化を図る。
⇒検証の結果、中長期的な目標における位置づけを合理的かつ明確に説明できていると評価できるのではないか。

各社の費用見積り状況

各社における具体的な取組内容について

⚫ 需給調整の広域化、調整コストの低減に向けて、市場メニューの拡大やルール見直しに対応するための「需給調整市場システム」
改修、将来制度への柔軟性・事業者に対する透明性・公平性確保等を目的とする「中央給電指令所システム」の仕様統一等を
行う計画。一般送配電事業者が共同でシステム開発・改修を行い、各社にて追加機能の改修等を行う。
⇒需給調整等の高度化を通じて電力ネットワークの次世代化を図る取組であると評価できるのではないか。

便益説明の具体性・合理性について

⚫ 調整力の広域調達による調達コスト低減、仕様統一や共有化による開発・運用コストの低減。
⇒検証の結果、各社ともに便益について一定の説明がなされていると評価できるのではないか。ただし、便益を定量的に試算してい
る事業者がいる一方、定性的な説明に留まる事業者もいることから、共同システムへの投資については、将来的に便益が費用を
安定的に上回ることを具体的に試算・説明できることを追加で確認することとする。（追加で確認できない事業者については、効
率化係数の対象とするなどの措置を講ずる）

※●は「CAPEX」に見積り費用を算入

効率化係数設定の妥当性の検証

（９）共同システム
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効率化係数設定の妥当性の検証

（９）共同システム －事業計画への記載事例 １/２－

中部電力PGの事例



62

効率化係数設定の妥当性の検証

（９）共同システム －事業計画への記載事例 ２/２－

中部電力PGの事例
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第31回需給調整市場検討小委員会
（電力広域的運営推進機関）
資料４（2022年8月19日）

効率化係数設定の妥当性の検証

（９）共同システム －参考情報 １/２－
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第31回需給調整市場検討小委員会
（電力広域的運営推進機関）
資料３（2022年8月19日）

効率化係数設定の妥当性の検証

（９）共同システム －参考情報 ２/２－
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⚫ 分散グリッド化に向けた実証実験や配電事業者参入に備えたシステム対応等を実施。
⚫ 「分散グリッド化の推進」に関する各社の対応については、取組内容が多岐に亘っているところ、

中長期的な目標における位置付けが具体化されることを前提に、基本的に効率化係数の
対象外とすべきではないか。

脱炭素
レジリエンス

DX

北海道電力
NW

東北電力
NW

東京電力
PG

中部電力
PG

北陸電力
送配電

関西電力
送配電

中国電力
NW

四国電力
送配電

九州電力
送配電

沖縄電力

● 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ● 〇 〇

中長期的な目標における位置付けについて

⚫ 再エネ利用拡大、地産地消型エネルギーネットワーク実現によるレジリエンス強化（停電回避等）に向けた取り組みとして位置づけ。
⇒検証の結果、中長期的な目標における位置づけを説明できていると評価できるのではないか。ただし、各社が目指す「分散グリッド
化」については難易度に差があることから、分散グリッド化への投資については、各社において目標をより合理的かつ明確に説明で
きることを追加で確認することとする。（追加で確認できない事業者については、効率化係数の対象とするなどの措置を講ずる）

各社の費用見積り状況

各社における具体的な取組内容について

⚫ 蓄電池の活用や内燃力の出力調整といったを制御手法を用いつつ、再エネ連系量の拡大や地産地消型のネットワーク形成を模索。
⚫ 分散型電源の活用推進やレジリエンス向上の観点から、一般送配電事業者に代わり、配電事業者が配電網を管理・運営できる
配電事業制度に基づく配電事業者の参入に備えたシステム対応を実施。
⇒電力ネットワークの次世代化を図る取組であると評価できるのではないか。

便益説明の具体性・合理性について

⚫ 再エネ拡大による燃料費削減、CO2削減、蓄電池導入等による停電時間の短縮
⇒検証の結果、各社ともに便益について一定の説明がなされていると評価できるのではないか。ただし、便益を定量的に試算してい
る事業者がいる一方、定性的な説明に留まる事業者もいることから、分散グリッド化への投資については、将来的に便益が費用を
安定的に上回ることを具体的に試算・説明できることを追加で確認することとする。（追加で確認できない事業者については、効
率化係数の対象とするなどの措置を講ずる）

効率化係数設定の妥当性の検証

（１０）分散グリッド化

※●は「OPEX」/「CAPEX」に見積り費用を算入



66

効率化係数設定の妥当性の検証

（１０）分散グリッド化 －事業計画への記載事例 １/２－

九州電力送配電の事例



67

効率化係数設定の妥当性の検証

（１０）分散グリッド化 －事業計画への記載事例 ２/２－

中部電力PGの事例
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第45回電力・ガス基本政策小委員会
資料４－１（2022年2月25日）

効率化係数設定の妥当性の検証

（１０）分散グリッド化 －参考情報 １/２－
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第39回再生可能エネルギー大量導入小委
資料３（2022年2月14日）

効率化係数設定の妥当性の検証

（１０）分散グリッド化 －参考情報 ２/２－
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⚫ 系統安定性の向上や、停電・災害発生時の早期復旧・対応力向上に資する取組を実施。
⚫ レジリエンス強化の取組自体は過去から継続的に実施しており、取組費用は効率化可能と

考えられることから、次世代投資費用ではなくCAPEX等の区分で詳細を検証することが妥
当ではないか。（＝効率化係数を設定）

脱炭素
レジリエンス

DX

北海道電力
NW

東北電力
NW

東京電力
PG

中部電力
PG

北陸電力
送配電

関西電力
送配電

中国電力
NW

四国電力
送配電

九州電力
送配電

沖縄電力

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

中長期的な目標における位置付けについて

⚫ レジリエンス強化・信頼性向上に向けた系統安定性向上及び停電時間短縮等の取組。
※CAPEX等の区分において検証。

各社の費用見積り状況

各社における具体的な取組内容について

⚫ 停電回避及びインフラ保守等に向けた対策（系統安定化装置による制御力向上、各種設備の耐性向上等）、停電時の早期
復旧に向けた対策（移動式変電所及び非常用電源の配置等）等を実施。
⇒レジリエンス強化の取組は、その大部分において新技術等を採用するものではなく、効率化余地があると考えられることから、

CAPEX等に算入している他の同種案件と同様に効率化係数の対象とすることが妥当ではないか（従来の設備投資に区分）。

便益説明の具体性・合理性について

⚫ 停電や災害等が発生した際に生じる社会的コストの回避、系統安定性向上を背景とした再エネ連系量の拡大。
※CAPEX等の区分において検証。

効率化係数設定の妥当性の検証

（１１）系統安定化、停電・災害対応
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効率化係数設定の妥当性の検証

（１１）系統安定化、停電・災害対応 －事業計画への記載事例－

九州電力送配電の事例
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⚫ 国の無電柱化計画や各エリアの事情を勘案した上で無電柱化を推進。
⚫ 無電柱化自体は、過去から継続的に実施しており、低コスト手法も普及拡大しつつあるなど

取組費用は効率化可能と考えられることから、次世代投資費用ではなくCAPEXの区分で
詳細検証することが妥当ではないか。 （＝効率化係数を設定）

レジリエンス

北海道電力
NW

東北電力
NW

東京電力
PG

中部電力
PG

北陸電力
送配電

関西電力
送配電

中国電力
NW

四国電力
送配電

九州電力
送配電

沖縄電力

〇 〇 ● ● 〇 ● ● ● ● ●

中長期的な目標における位置付けについて

⚫ レジリエンス強化に向けたネットワークの強靱化の取組。
※CAPEXの区分において検証。

各社の費用見積り状況

各社における具体的な取組内容について

⚫ 国の無電柱化推進計画に基づき、関係自治体等と合意した整備路線工事計画の確実な実施及び自社単独の地中化を計画。
⇒無電柱化の取組は、その大部分において新技術等を採用するものではなく、効率化余地があると考えられることから、CAPEXに
算入している拡充投資案件と同様に効率化係数の対象とすることが妥当ではないか（従来の設備投資に区分）。

便益説明の具体性・合理性について

⚫ 電柱倒壊等により長期停電が発生した際に生じる社会的コストの回避、災害時の避難路確保や景観配慮といった社会的便益
※CAPEXの区分において検証。

※●は「CAPEX」に見積り費用を算入

効率化係数設定の妥当性の検証

（１２）無電柱化
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効率化係数設定の妥当性の検証

（１２）無電柱化 －事業計画への記載事例－

中国電力NWの事例
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令和2年度第1回無電柱化推進のあり方
検討委員会 資料１（2020年6月10日）

効率化係数設定の妥当性の検証

（１２）無電柱化 －参考情報 １/３－
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令和4年度第1回無電柱化推進のあり方
検討委員会 資料１（2022年4月12日）

効率化係数設定の妥当性の検証

（１２）無電柱化 －参考情報 ２/３－
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令和4年度第1回無電柱化推進のあり方
検討委員会 資料１（2022年4月12日）

効率化係数設定の妥当性の検証

（１２）無電柱化 －参考情報 ３/３－
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⚫ 近年増加傾向にあるサイバーセキュリティ対策（事前防御及び対応力強化）に関する取り組
みを各社計画。

⚫ 多様化・高頻度化する国内外からのサイバー攻撃に備える必要があり、考え得る最大限の対
策を講じる必要性が極めて高いことから、基本的に効率化係数の対象外とすべきではないか。

レジリエンス

北海道電力
NW

東北電力
NW

東京電力
PG

中部電力
PG

北陸電力
送配電

関西電力
送配電

中国電力
NW

四国電力
送配電

九州電力
送配電

沖縄電力

● ● ● 〇 〇 〇 ● 〇 〇 ●

中長期的な目標における位置付けについて

⚫ セキュリティ面を含むレジリエンス強化に向けて、ネットワークをより強靱化する取組。
⇒検証の結果、中長期的な目標における位置づけを合理的かつ明確に説明できていると評価できるのではないか。

各社の費用見積り状況

各社における具体的な取組内容について

⚫ サイバー攻撃を防ぐための防御・検知強化（監視システム・機器拡大、ログ収集・解析強化）、攻撃発生時の対応力強化（情
報系・制御系システムの資産・脆弱性情報の一元管理・把握）、組織・体制強化（人材育成・専門人材採用）に取り組む。
⇒電力ネットワークの次世代化・強靱化を図る取組であると評価できるのではないか。

便益説明の具体性・合理性について

⚫ サイバー攻撃からの防御、被害の極小化（停電による機会損失低減等）
⇒検証の結果、定量化が難しい便益が大宗を占めるが、そうした社会的便益について、各社ともに一定の説明がなされていると評
価できるのではないか。

効率化係数設定の妥当性の検証

（１３）サイバーセキュリティ

※●は「OPEX」/「CAPEX」に見積り費用を算入
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効率化係数設定の妥当性の検証

（１３）サイバーセキュリティ －事業計画への記載事例－

関西電力送配電の事例
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第25回電力・ガス基本政策小委員会
資料５（2020年6月11日）

効率化係数設定の妥当性の検証

（１３）サイバーセキュリティ －参考情報－
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⚫ ドローン、AI、ロボット、センサ等を活用した業務高度化・省人化を各社計画。
⚫ 業務高度化・省人化を実現するためには、新たな技術の開発・導入に向けた研究投資が必

要であることから、基本的に効率化係数の対象外とすべきではないか。

DX
レジリエンス

北海道電力
NW

東北電力
NW

東京電力
PG

中部電力
PG

北陸電力
送配電

関西電力
送配電

中国電力
NW

四国電力
送配電

九州電力
送配電

沖縄電力

〇 ● 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ●

中長期的な目標における位置付けについて

⚫ 保全業務を中心に業務を効率化・高度化していくという方向性のもと、最先端のデジタル技術を最大限活用する。
⇒検証の結果、中長期的な目標における位置づけを合理的かつ明確に説明できていると評価できるのではないか。

各社の費用見積り状況

各社における具体的な取組内容について

⚫ 巡視・点検業務において最先端のドローン及びAIの活用を加速し、当該業務を効率化・省人化・高度化することに加え、災害時
等に迅速かつ正確に状況を把握できる体制を整えることで、停電時間の短縮や被害の最小化を図る。

⚫ 変電設備へのセンサ取り付けや巡視点検ロボットの開発・導入により遠隔巡視の対象範囲を拡大し、巡視・点検業務を効率化・
省人化・高度化することに加え、設備状態のトレンド管理により設備異常の早期発見を目指す。
⇒電力ネットワークの次世代化を図る取組であると評価できるのではないか。

便益説明の具体性・合理性について

⚫ 作業員の移動・作業に係る巡視・点検費用削減額やAI活用による分析コストの削減額について、定量的に説明可能。
⇒検証の結果、各社ともに便益について一定の説明がなされていると評価できるのではないか。ただし、便益を定量的に試算してい
る事業者がいる一方、定性的な説明に留まる事業者もいることから、DX機器への投資については、将来的に便益が費用を安定
的に上回ることを具体的に試算・説明できることを追加で確認することとする。（追加で確認できない事業者については、効率化
係数の対象とするなどの措置を講ずる）

効率化係数設定の妥当性の検証

（１４）DX機器（ドローン、AI、ロボット、センサ）

※●は「OPEX」/「CAPEX」に見積り費用を算入
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効率化係数設定の妥当性の検証

（１４）DX機器 －事業計画への記載事例 １/２－

北海道電力NWの事例
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効率化係数設定の妥当性の検証

（１４）DX機器 －事業計画への記載事例 ２/２－

関西電力送配電の事例
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第2回電力安全部会 資料１
（2020年11月18日）

効率化係数設定の妥当性の検証

（１４）DX機器 －参考情報 １/３－
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第2回電力安全部会 資料１
（2020年11月18日）

効率化係数設定の妥当性の検証

（１４）DX機器 －参考情報 ２/３－
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第2回電力安全部会 資料１
（2020年11月18日）

効率化係数設定の妥当性の検証

（１４）DX機器 －参考情報 ３/３－
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⚫ 2020年6月成立の改正電気事業法に基づく災害時等の自治体等への電力データ提供につ
いて、開発中の10社共通集約システムと連携するため、自社システムの構築・改良を計画。

⚫ 自社の基幹システムに対応した改良等が必要であり、競争が働きにくいことから、基本的に効
率化係数の対象外とすべきではないか。

DX
レジリエンス

北海道電力
NW

東北電力
NW

東京電力
PG

中部電力
PG

北陸電力
送配電

関西電力
送配電

中国電力
NW

四国電力
送配電

九州電力
送配電

沖縄電力

〇 〇 ● 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

中長期的な目標における位置付けについて

⚫ 社会的課題の解決や新たな価値の創造に資する電力データを大量かつ迅速に提供できるよう、システム対応を行う。
⇒検証の結果、中長期的な目標における位置づけを合理的かつ明確に説明できていると評価できるのではないか。

各社の費用見積り状況

各社における具体的な取組内容について

⚫ 2023年度以降の共通システム経由でのデータ提供開始に向け、各社ごとに自社のシステムを構築・改良する。
⇒既存システムの改良案件であるほか、仕様のスリム化等も困難と考えられることから、他の投資案件と同様の効率化を要求するこ
とは妥当ではないと考えられるのではないか。

便益説明の具体性・合理性について

⚫ 災害等緊急時における自治体等のより迅速かつ正確な対応の実施や防災計画の高度化といった社会的便益が期待される。
⇒検証の結果、定量化が難しい便益が大宗を占めるが、そうした社会的便益について、各社ともに一定の説明がなされていると評
価できるのではないか。

※●は「CAPEX」に見積り費用を算入

効率化係数設定の妥当性の検証

（１５）データ活用
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効率化係数設定の妥当性の検証

（１５）データ活用 －事業計画への記載事例－

四国電力送配電の事例
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資源エネルギー庁資料

効率化係数設定の妥当性の検証

（１５）データ活用 －参考情報 １/２－
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第9回持続可能な電力システム構築小委員会
資料１－４（2021年3月17日）

効率化係数設定の妥当性の検証

（１５）データ活用 －参考情報 ２/２－
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⚫ 種類・量ともに膨大な送配電設備について、それぞれのリスク量を正確かつ迅速に算出・分析
し、適切な設備保全計画を策定できるよう、システムの開発や機能拡充を各社計画。

⚫ 自社の基幹システムに対応した改良等が必要であり、競争が働きにくいことから、基本的に効
率化係数の対象外とすべきではないか。

DX
レジリエンス

北海道電力
NW

東北電力
NW

東京電力
PG

中部電力
PG

北陸電力
送配電

関西電力
送配電

中国電力
NW

四国電力
送配電

九州電力
送配電

沖縄電力

× 〇 ● 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

中長期的な目標における位置付けについて

⚫ 送配電設備の劣化状況の把握や分析、設備保全計画のさらなる高度化を目指す上で、膨大な情報量を一元的に管理し、迅速
に処理・分析可能なシステムは必要不可欠。巡視・点検結果の自動取り込みなどとの連携も進めば業務の更なる高度化も可能。
⇒検証の結果、中長期的な目標における位置づけを合理的かつ明確に説明できていると評価できるのではないか。

各社の費用見積り状況

各社における具体的な取組内容について

⚫ 第一規制期間に向けては主要９品目がリスク量算定対象とされたが、対象品目の拡大に向けて検討が進められているなか、ガイド
ラインに沿って適切かつタイムリーにリスク量の算定及び設備保全計画の策定ができるよう、システム対応を実施。
⇒既存システムの改良案件であることや、エリアごとの気象条件の分析も必要になることなど個別性が強いと考えられることから、他の
投資案件と同様の効率化を要求することは妥当ではないと考えられるのではないか。

便益説明の具体性・合理性について

⚫ 設備保守頻度の適正化や事故発生確率の低減、設備保全計画策定に係る人件費の抑制等といった便益があり、定量化可能。
⇒検証の結果、各社ともに便益について一定の説明がなされていると評価できるのではないか。ただし、便益を定量的に試算してい
る事業者がいる一方、定性的な説明に留まる事業者もいることから、アセットマネジメントへの投資については、将来的に便益が費
用を安定的に上回ることを具体的に試算・説明できることを追加で確認することとする。（追加で確認できない事業者については、
効率化係数の対象とするなどの措置を講ずる）

効率化係数設定の妥当性の検証

（１６）アセットマネジメント

※●は「CAPEX」に見積り費用を算入
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効率化係数設定の妥当性の検証

（１６）アセットマネジメント －事業計画への記載事例－

沖縄電力の事例
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高経年化設備更新ガイドラインの策定について
（電力広域的運営推進機関、2021年12月17日）

効率化係数設定の妥当性の検証

（１６）アセットマネジメント －参考情報－
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北海道電力
NW

事業者 具体的な取組内容、電力NW次世代化との関係 効率化係数

【レジリエンス】特定リスク設備の早期改修
（OFケーブル改修、１回線系統対策、低地上高対策等）
⇒過去から継続的に実施してきた改修の範囲内と考えられるのではないか。

別途検証※ 別途検証 対象

中長期的な目標
における位置付け

（合理的・明確な説明）

便益説明
（具体性・合理性）

中部電力
PG

【脱炭素】SF6ガスレス機器採用（増分費用）
⇒SF6（六フッ化硫黄）の地球温暖化係数はCO2の25,200倍と地球温暖化
への影響が極めて大きいことを踏まえ、当該ガスレス真空遮断器を2023年度に本
格導入予定。2050年カーボンニュートラル実現に向けた重要な取組と考えられる
のではないか。

温室効果ガス排出量の
抑制に資する取組

SF6処理コストや
環境負荷分の効
率化分を定量化

対象外

【レジリエンス】系統用蓄電池、DER制御システムの導入検討
⇒再エネ連系量が拡大する中、需給調整の高度化を志向して現地実証実験を
実施。また、DER（分散型エネルギー資源）はNEDO実証で技術開発が行われ
ており、今後電力系統の混雑緩和に有効と考えられている。既存系統を有効活
用しながら電力ネットワークの次世代化を図る取組と考えられるのではないか。

再エネ連系量の拡大時に
生じる需給調整や混雑
管理の課題の解決に資す

る取組

研究段階であり合
理的な試算は現状
困難なものの、化
石燃料コスト削減
等の便益を想定

対象外

東北電力
NW

（１６分類以外の見積り費用なし） ー ー ー

【DX】デジタルツールを活用した出向用ツールの統一や作業報告の自動化・現地
出向ツールの統一および作業報告の自動化等（日報管理のデジタル化）
⇒一般的なデジタル化・効率化の範囲内と考えられるのではないか。

別途検証 別途検証 対象

【DX】BIMなどの3Dデータを活用し「現場把握」「計測」「配置・工法検討」「技術
計算」「数量積算」等の技術を確立することで、現場出向レスと設計・積算業務を
効率化・3Dデータ活用による設計業務を効率化
⇒設計・積算・発注業務の大幅な効率化や、施工会社へ3Dデータを提供するこ
とにより業務の重複解消・工期短縮にも寄与。業務プロセスの抜本的な見直しに
資する取組と考えられるのではないか。

業務の大幅なデジタル化
に向け、データを活用した
技術を実証していく取組

人件費削減及び
設計業務効率化
分を定量化

対象外

東京電力
PG

※「別途検証」については、CAPEX等の次世代投資費用以外の区分で検証する際に確認するものとする。

効率化係数設定の妥当性の検証

（１７）その他 １/６
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北陸電力
送配電

【脱炭素】再エネ情報管理システム改修による効率的な出力制御対応
⇒一般的なシステム対応の範囲内と考えられるのではないか。

別途検証 別途検証 対象

【レジリエンス】配電自動化システムIP網2面化対応（総制）
⇒一般的なシステム対応の範囲内と考えられるのではないか。

別途検証 別途検証 対象

【レジリエンス】事故停電情報提供システムサーバ取替
⇒一般的なシステム対応の範囲内と考えられるのではないか。

別途検証 別途検証 対象

【レジリエンス】コールセンタバックアップ体制の確立
⇒一般的なBCP対応の範囲内と考えられるのではないか。

別途検証 別途検証 対象

【DX】ICT・IoTの活用に向けた通信インフラの整備
⇒一般的なデジタル化・効率化の範囲内と考えられるのではないか。

別途検証 別途検証 対象

【DX】既存業務のシステム化（システムへの機能追加、改修等）
⇒一般的なデジタル化・改修の範囲内と考えられるのではないか。

別途検証 別途検証 対象

【DX】制度対応によるシステム改修（発電側課金等）
⇒次世代電力ネットワークの構築に大きく関わるものであるが、具体的に導入が決
まっていない中、現時点では効率化を求めるべきではないと考えられるのではないか。

発電側課金導入に向け
たシステム対応

システム化による業
務効率化分を定

量化
対象外

【DX】総制システムリモートメンテナンス化（システムの保守拠点統合）
⇒一般的な体制見直しの範囲内と考えられるのではないか。

別途検証 別途検証 対象

【DX】高耐食技術導入による鉄塔ライフサイクルコスト低減
⇒腐食対策頻度・設備停止頻度の低減が可能となる高耐食性鉄塔材の導入は、
設備の長寿命化やレジリエンス強化に資する取組と考えられるのではないか。

設備の長寿命化や保守
コストの低減に向けて、そ
の効果が期待できる

鉄塔建替回避によ
る効率化分などを

定量化
対象外

事業者 具体的な取組内容、電力NW次世代化との関係 効率化係数
中長期的な目標
における位置付け

（合理的・明確な説明）

便益説明
（具体性・合理性）

効率化係数設定の妥当性の検証

（１７）その他 ２/６
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関西電力
送配電

【脱炭素】DERフレキシビリティに関する取組み
⇒DER（分散型エネルギー資源）はNEDO実証で技術開発が行われており、今
後電力系統の混雑緩和に有効と考えられている。既存系統を有効活用しながら
電力ネットワークの次世代化を図る取組と考えられるのではないか。

再エネ連系量の拡大時に
生じる需給調整や混雑
管理の課題の解決に資す

る取組

研究段階であり合
理的な試算は現状
困難なものの、化
石燃料コスト削減
等の便益を想定

対象外

【脱炭素】再エネ主力電源化に向けた制度改革に対応した託送サービスシステム
等の構築に関する取組み
⇒一般的なシステム対応の範囲内と考えられるのではないか。

別途検証 別途検証 対象

【脱炭素】温室効果ガス低減機器導入拡大に関する取組み
⇒SF6（六フッ化硫黄）の地球温暖化係数はCO2の25,200倍と地球温暖化
への影響が極めて大きいことを踏まえ、当該ガスレス真空遮断器を2023年度に本
格導入予定。2050年カーボンニュートラル実現に向けた重要な取組と考えられる
のではないか。

温室効果ガス排出量の
抑制に資する取組

CO2排出量や送
電ロスの低減量に
つき定量化

対象外

【脱炭素】電動車の導入拡大に関する取組み
⇒一般的な環境対応の範囲内と考えられるのではないか。

別途検証 別途検証 対象

【レジリエンス】災害発生時の停電情報発信・問合せ対応強化に関する取組み
⇒過去から継続的に実施してきた災害対応の範囲内と考えられるのではないか。

別途検証 別途検証 対象

事業者 具体的な取組内容、電力NW次世代化との関係 効率化係数
中長期的な目標
における位置付け

（合理的・明確な説明）

便益説明
（具体性・合理性）

効率化係数設定の妥当性の検証

（１７）その他 ３/６
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関西電力
送配電

【DX】新工法・新素材の開発・導入に向けた取組み（鉄塔塗装工事における新
工法の開発等）
⇒施工人数削減や施工の簡素化（スキルレス化）が期待されるなど、業務プロセ
スの抜本的な見直しに資する取組と考えられるのではないか。

資材等のコスト増や施工
力不足への対策の一環で
新工法・新素材を導入

改修費用の削減
額等につき定量化

対象外

【DX】託送供給業務全般を支援するシステムの高度化に関する取組み
⇒一般的なシステム対応の範囲内と考えられるのではないか。

別途検証 別途検証 対象

【DX】用地業務全般を支援するシステムの高度化に関する取組み
⇒一般的なシステム対応の範囲内と考えられるのではないか。

別途検証 別途検証 対象

【DX】給電制御所システムの機能高度化に関する取組み
⇒一般的なシステム対応の範囲内と考えられるのではないか。

別途検証 別途検証 対象

【DX】工事業務におけるスマートデバイス導入に関する取組み
⇒一般的なデジタル化・効率化の範囲内と考えられるのではないか

別途検証 別途検証 対象

【DX】検針業務におけるスマートデバイス導入に関する取組み
⇒一般的なデジタル化・効率化の範囲内と考えられるのではないか

別途検証 別途検証 対象

【DX】スマートポールの開発に向けた取組み
⇒スマートポール導入により電力供給方式の多様化を図り、都市機能のスマート
化を図る取組。災害時対策、防犯・防災機能拡充等幅広い社会課題に対応す
る取組と言えるのではないか。

想定される付加機能・給
電方式を研究・実証し、
その実現を図る取組

都市機能のスマー
ト化・充実等の便

益を想定
対象外

事業者 具体的な取組内容、電力NW次世代化との関係 効率化係数
中長期的な目標
における位置付け

（合理的・明確な説明）

便益説明
（具体性・合理性）

効率化係数設定の妥当性の検証

（１７）その他 ４/６
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中国電力
NW

【レジリエンス】災害時の情報発信およびお客さま対応体制の強化
⇒過去から継続的に実施してきた災害対応の範囲内と考えられるのではないか。

別途検証 別途検証 対象

【レジリエンス】次世代監視制御システムの開発
⇒一般的なシステム対応の範囲内と考えられるのではないか。

別途検証 別途検証 対象

沖縄電力

【DX】監視制御・電力保全NW整備
⇒一般的なシステム対応の範囲内と考えられるのではないか。

別途検証 別途検証 対象

【DX】発電側課金システム構築
⇒次世代電力ネットワークの構築に大きく関わるものであるが、具体的に導入が決
まっていない中、現時点では効率化を求めるべきではないと考えられるのではないか。

発電側課金システムを的
確に導入するための取組

再エネ拡大、公平
や費用負担の実現

を想定
対象外

【DX】託送関連システム改修（制度対応）
⇒一般的なシステム対応の範囲内と考えられるのではないか。

別途検証 別途検証 対象

四国電力
送配電

【レジリエンス】災害に備えたお客さま対応システムの機能強化
⇒過去から継続的に実施してきた災害対応の範囲内と考えられるのではないか。

別途検証 別途検証 対象

事業者 具体的な取組内容、電力NW次世代化との関係 効率化係数
中長期的な目標
における位置付け

（合理的・明確な説明）

便益説明
（具体性・合理性）

効率化係数設定の妥当性の検証

（１７）その他 ５/６
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九州電力
送配電

【脱炭素】DR・系統用蓄電池の導入に向けた取組み
⇒再エネ連系量が拡大する中、既存系統を有効活用しながら電力ネットワークの
次世代化を図る取組と考えられるのではないか。

配電系統への再エネ導入
状況に応じた導入拡大

再エネ電源の発電
機会確保・設備投
資抑制を定量化

対象外

【脱炭素】系統運用情報共通基盤（デジタルツイン）の構築
⇒一般的なシステム対応の範囲内と考えられるのではないか。

別途検証 別途検証 対象

【脱炭素】再エネ調整配信システムの改善
⇒一般的なシステム対応の範囲内と考えられるのではないか。

別途検証 別途検証 対象

【脱炭素】再エネ導入拡大に資するDERデータベースシステムの構築
⇒DER（分散型エネルギー資源）はNEDO実証で技術開発が行われており、今
後電力系統の混雑緩和に有効と考えられている。既存系統を有効活用しながら
電力ネットワークの次世代化を図る取組と考えられるのではないか。

再エネ連系量の拡大時に
生じる需給調整や混雑
管理の課題の解決に資す

る取組

研究段階であり合
理的な試算は現状
困難なものの、化
石燃料コスト削減
等の便益を想定

対象外

【脱炭素】電動車の導入拡大
⇒一般的な環境対応の範囲内と考えられるのではないか。

別途検証 別途検証 対象

【レジリエンス】被害状況の共有・復旧対応の迅速化に向けた取組み
⇒過去から継続的に実施してきた災害対応の範囲内と考えられるのではないか。

別途検証 別途検証 対象

【DX】次世代工事車両等による配電工事の効率化
⇒同車両導入等により、工事費削減に加え、労働環境改善、作業効率化に寄
与。業務の高度化・効率化や省人化を図る取組と考えられるのではないか。

業務の高度化・効率化や
省人化に向けた取組

効率化による便益
を定量化

対象外

【DX】電力保全ネットワーク・映像プラットフォーム構築
⇒一般的なシステム対応の範囲内と考えられるのではないか。

別途検証 別途検証 対象

事業者 具体的な取組内容、電力NW次世代化との関係 効率化係数
中長期的な目標
における位置付け

（合理的・明確な説明）

便益説明
（具体性・合理性）

効率化係数設定の妥当性の検証

（１７）その他 ６/６
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⚫ 今回の次世代投資における検証の結果、「CAPEX」等に区分すべきとされた費用につい
ては、当該費用区分における検証を行うとともに、その上で効率化係数の設定を行うこと
としたい。

⚫ また、上記以外の次世代投資費用については、効率化係数の設定有無に関わらず、そ
れらの取組に係る費用及び便益の妥当性につき、次回以降の専門会合において詳細
な検証を行うこととしたい。

本日の検証結果及び今後の検証について


